
仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 5 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 111 名称 根拠法令、条例等 目 3 義務or任意

基本目標 1 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 開始年度 H19 実施方法

政策 1 企業誘致を促進し産業振興で活力あるまちづくり 終了年度 - 事業分類

施策 1 活力ある商業・鉱工業の振興

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

授業実施日数 日 40 40 40 40 40

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

指定管理料の交付回数 回 1 1 1

事業費計 千円 2,180 2,665 2,202

一般財源 千円 2,180 2,665 2,202

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

授業実施日数 日 40 43 43 値が大きいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 費用は下がった 〇
0指標 費用の増減無し

効果は変わらない 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年7月31日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

学校運営の安定化により、職業に必要な技能や知識の習得をしや

すくする。

平成19年度より指定管理者制度を導入し、職業訓練法人佐野共同高等産業技術学校運営会が指定管理者。同校を安定して運営することにより、職業に必

要な技能・知識習得をしやすくし、就職や自営業に役立て、雇用の安定や産業振興を図る。

職業能力開発促進法

佐野共同高等産業技術学

校条例・規則

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

共同高等産業技術学校指定管理事業

産業文化スポーツ部

産業政策課

産業政策係

共同高等産業技術学校指

定管理事業

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

市は、指定管理料の支出や市長賞を交付した。

指定管理者は、生徒募集や職業訓練授業、施設の維持管理等

を行った。

指標全体

円滑な学校運営のため、引き続き指定管理者と市とで密に連絡をとる。

効果説明
(定量及び

定性)

円滑な運営により、授業を毎週実施することができた。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

指定管理者

施設維持管理事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 2-⑤ 総合戦略 該当あり

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 5 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 111 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 1 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 開始年度 H30 実施方法

政策 1 企業誘致を促進し産業振興で活力あるまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 活力ある商業・鉱工業の振興

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

求人面接会等で採用となった人数 人 12 8 22 25 27

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

開催回数 回 1 1 1

事業費計 千円 83 38 40

一般財源 千円 83 38 40

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

求人面接会等で採用となった人数 人 12 8 22 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・令和５年12月15日（金）、佐野市役所6階大会議室において

令和５年度さの合同就職面接会（一般求職者）を開催した。

指標全体

引き続き合同就職面接会を開催していく。

効果説明
(定量及び

定性)

企業と求職者のマッチングが図れた。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

イベント等開催事業

効果
効果が上がった指標数

実施計画事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

合同就職面接会開催事業

産業文化スポーツ部

産業政策課

産業政策係
合同就職面接会開催事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

市内企業の人材確保の場の提供

市内での就職希望者への就労支援

企業の人材確保をサポートするとともに、市民の就労支援を行い、定住促進につなげるため、ハローワーク佐野等と共同で就職面接会を開催する。

就職面接会場に参加企業のブースを設けて、求職者が各企業ブースで面接を実施する。

令和6年8月1日

単年度のみ

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 5 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 111 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 1 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 1 企業誘致を促進し産業振興で活力あるまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 活力ある商業・鉱工業の振興

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

雇用関係講習会等の開催回数 回 1 2 4 3 3

雇用関係講習会等の参加者数 人 48 118 220 110 120

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

補助金交付回数 回 1 1 1

事業費計 千円 100 100 100

一般財源 千円 100 100 100

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

雇用関係講習会等の開催回数 回 1 2 値が大きいほど良い

雇用関係講習会等の参加者数 人 48 118 値が大きいほど良い

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果は変わらない 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）佐野地区雇用協会に補助金の支出を行った。

（佐野地区雇用協会の活動）労働力確保のための広報活動、

労働保険業務の講習指導及び研修会を開催。

指標全体

引き続き、雇用協会の支援を行う。

効果説明
(定量及び

定性)

佐野地区雇用協会の円滑な運営を支援できた。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

佐野地区雇用協会支援事業

産業文化スポーツ部

産業政策課

産業政策係

佐野地区雇用協会支援事

業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

佐野地区雇用協会の円滑な運営を図る。

産業が必要とする労働力の確保と業務について、関係方面との効率的な運営を図ることを目的とする佐野地区雇用協会を支援することにより、雇用の確保と安定

に寄与する。

令和6年8月8日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 2-⑦ 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 7 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 111 名称 根拠法令、条例等 目 2 義務or任意

基本目標 1 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 開始年度 R5 実施方法

政策 1 企業誘致を促進し産業振興で活力あるまちづくり 終了年度 - 事業分類

施策 1 活力ある商業・鉱工業の振興

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

セミナー開催回数 回 2 2 2

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

セミナー開催回数 回 2

事業費計 千円 0 0 930

一般財源 千円 930

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

セミナー開催回数 回 2 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し

効果が上がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

市としては、佐野日本大学学園に対し、930千円の交付金を交付

した。

佐野日本大学学園では、日本大学からの講師の派遣に関すること

や講座内容の調整等を行った。

指標全体

引き続き、佐野日本大学学園と交付金を交付することで、上位機関である日本大学から講師を派遣してもらい、現役世代のスキルアップにつながる講座を開催する。

効果説明
(定量及び

定性)

受講後アンケートでは、講座の内容を仕事に活かせるという声が多

く、講座が現役世代のスキルアップの一助となっている。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数

実施計画事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

リカレント教育推進事業

産業文化スポーツ部

産業政策課

産業政策係
リカレント教育実施事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

企業が望む現役世代のスキルアップを図る。

企業が望む現役世代のスキルアップに向けたリカレント教育を推進するため、包括協定を結んでいる佐野日本大学学園と連携し、上位機関である日本大学から教

授等を派遣してもらい、講座をを実施する。

リカレント教育推進事業交付

金交付要領

令和6年7月31日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当あり

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 5 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 111 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 1 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 開始年度 H20 実施方法

政策 1 企業誘致を促進し産業振興で活力あるまちづくり 終了年度 事業分類

施策 1 活力ある商業・鉱工業の振興

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

新卒者内定率(市内高校） ％ 94 93 95 95 96

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

求人情報誌作成部数 部 2,350 2,350 550

事業費計 千円 757 761 43

一般財源 千円 757 761 43

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

新卒者内定率(市内高校） ％ 94 93 95 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった 〇
0指標 費用の増減無し

効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月2日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

就労意識の形成及び的確な職業選択ができるようにする。

若年者就労支援及びUIJターン促進のために、市内の企業情報及び求人案内が掲載された情報誌を作成し、大学、高校、新成人等に配布する。

実施計画事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

求人情報誌作成事業

産業文化スポーツ部

産業政策課

産業政策係
求人情報誌作成事業

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・制作部数550部、内容は企業情報、雇用協会加盟企業一覧

・配布先は学校380部（県内高校23校、県内大学等8校、県外

大学等22校）ほか、市関連施設、二十歳の集いにて配布

・R5からPDFデータを市ホームページへ掲載。

指標全体

・継続して求人情報の発行、周知をしていく。

効果説明
(定量及び

定性)

市内企業の情報発信ができて、就職に繋がった。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

一部委託

支援事業

効果
効果が上がった指標数


